第４　男女共同参画社会の形成に向けて（計画の推進）

１．オール大阪での取組の推進
・府民に理解と共感を広げながら、男女共同参画の取組を進めていくため、男女共同参画に関する多様な府民によるネットワークを拡充し、情報の共有化等の取組を進めます。

・大阪府をはじめ、市町村、男女共同参画センター・女性センター、ＮＰＯ、大学、企業、経済団体、労働組合、関係団体等が連携・協働して取り組むよう、大阪府が中心となり、オール大阪による推進を図ります。

・大阪では、地域の住民や地域の専門家等が市町村と連携して子育て支援や介護のサポートを行うなど、これまで福祉をはじめ様々な分野で民間と行政で培ってきた実績やノウハウの蓄積があることから、行政相互間も含め、地域において、これまで以上に幅広い団体と連携する仕組みを創り、効果的な施策の展開を図ります。

２．推進体制の強化

（１）連携体制の一層の推進

・市町村、男女共同参画センター・女性センター、ＮＰＯ、大学、企業、経済団体、労働組合等とのネットワークを構築するとともに、共通テーマを設定し、一体となった取組を進めます。

・企業経営者をはじめ、各界の指導者層によるトップダウンの取組を一層促進します。

・ＮＰＯ等との連携の強化を図り、「新しい公共」の創造に取り組むネットワークの構築を図ります。

・これまで活用してきた「大阪府女性基金」について、府民から広く協力を得て、DV防止等男女共同参画施策の充実のため一層の活用を図ります。

（２）行政の推進体制等の強化・充実 

・大阪府のあらゆる施策に男女共同参画の視点を組み入れていくため、知事を本部長とする
大阪府男女共同参画推進本部のもと、本計画に基づき、施策の効果的な推進を図ります。

・国、府、市町村、他府県の相互連携の強化を図ります。

・大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）について、男女共同参画を推進するための拠点施設として、更なる機能の充実強化を図ります。
・関西の国際機関、例えば、国連の女性関連の４機関（国連女性開発基金等）が統合して設置されたＵＮ ＷｏｍｅｎやＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）等との連携により、市町村や国際貢献を行うＮＰＯ等に対し、海外の先進的取組に係る情報交換の場を設けるなど、男女共同参画に関する国際的な情報収集と分析機能の充実を図ります。
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